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地球温暖化に向けた対策が喫急の課題として議論されている現在，我々は我々自身の経済水準の維持と地球
温暖化に対する適応策・緩和策をバランスよく取り組むことが求めらえている．本研究では，Nordhausにより
提案された DICEモデルを改良し，今まであまり考慮されてこなかった生態系への影響の分析を行う．特に，近
年 CO2 の削減に対する期待が寄せられている CCS技術に着目し，海洋環境への影響を含めたこの技術の導入
可能性について分析を行う．
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1. はじめに

(1) 地球温暖化に向けた取り組み

近年，地球温暖化は国際的な問題として認識されてい

る．2015年にはパリにおいて COP21が開催され,各国

の今後の目標が発表された．地球温暖化は，20世紀末

頃からその可能性について注目され始め，1992年には

環境と開発に関する国際連合会議（地球サミット）が開

催され気候変動枠組条約が採択された．1997年に議決，

2005年に発行された京都議定書では，温暖化の主因と

考えられる人為的な温室効果ガスの排出削減目標が設

定された．急速な大気や海水温度の上昇に伴い，生態

系への影響や海水面の上昇，異常気象の発生確率の増

加等，あらゆる方面に大きな影響がもたらされること

が懸念されているが，このような状況下において，我々

はどのような経済活動を行うべきであろうか．一般に

生産活動を高めれば，多くの温室効果ガスを排出する

ことにつながるものの，経済的な成長を望める．しか

し，温暖化による被害や対策コストの増加を考慮し，生

産量を抑えて温室効果ガスの排出量を削減することが

最適である可能性は高い．

実際，COP21では，世界の気温上昇を産業革命前か

ら 2度未満に抑える「2度目標」を採択し，さらには

1.5度未満に抑えることの重要性についても言及してい

る．地球温暖化によってもたらされるリスクは多くの

研究者によって分析が行われてきた．例えば，Parry et

al.1)は，気温が 1.5-2度上昇した場合に水不足，飢餓，

沿岸洪水，マラリア発生が急増する可能性があると指

摘している．また，Warren2) は気温上昇に伴う生態系

の変化についても警告をしている．このほかにも，干

ばつ3)，沿岸洪水4)，健康被害5)6)など，地球温暖化によ

るリスクの分析が進められている．

以上のような，個々のリスクを対象とした研究だけで

なく，地球温暖化に伴う影響を総合的に分析も行われ

てきた．Cline7)8)による費用便益分析では，温暖化によ

る環境被害や健康被害，災害などを考慮し，積極的な政

策の必要性を唱えている．また，Stern9)も，早期の温室

効果ガスの削減が長期的な費用を抑えるために有用で

あると提示している．一方，Nordhaus10)は，地球温暖

化ガスの排出制限を設けた場合の生産の動学的最適化

問題をモデル化した DICE (Dynamic Integrated Climate

economy)モデルを開発し，気候変動対策のための政策

に対し議論を行っている．このモデルでは，国の生産

活動に加え，大気・海洋間での温室効果ガス循環をモ

デルの中に組み込むことで，気候変動の影響を加味し

ている．DICEモデルは Clineや Sternによる分析に比

べて長期継続的な温暖化ガスの排出削減を掲げており，

つまり，温暖化に対してより許容的な立場をとっている

と言える．しかし一方で，明確な数理モデルとして構

築されており，理論的にわかりやすいモデルとなって

いるため，気候変動への適応策を考慮したモデル11)な

ど,様々なモデルへと発展している．

本研究では，DICEモデルをベースに 1.5度目標を実

施する場合の経済影響を分析する．DICEモデルが温暖

化に対してより許容的である一つの要因として，バッ

クストップ技術などの将来的な技術革新を想定してい
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ることが考えられる．また，生態系などへの影響など

定量化の難しいリスクが十分に考慮されていないこと

も要因であろう．本研究では，これらの問題点を踏ま

え，DICEモデルの改良を行い，新たな技術や環境問題

に対する考察を行う．

(2) 総合的な気候変動評価モデル

先に紹介したように，地球温暖化による個々のリス

ク毎 (災害，環境被害，健康被害など)の推計や予測は

重要な研究であるが，我々が国際的に協力を行い，温

暖化ガスの削減や適応策・緩和策を施行するためには

総合的な評価が影響評価も行う必要がある．総合的な

評価を行うモデルの中にも，最適化問題や均衡問題な

どの数理モデルや，シミュレーションを用いたモデル

など多くの手法が用いられており，それぞれ一長一短

がある12)．本研究で取り上げる DICEモデルは，ラム

ゼーモデルを基本としている動学最適化モデルであり，

多くの分析に利用されている13)14)．

一方で，DICE モデルに対する批判もある．Kauf-

mann15) は DICEモデルには説明が不十分な仮定が用

いられていると指摘している．また，Hu et al.16)はモ

デルのロバスト性が十分でないことを示し，排出規制

をしない政策は決して理にかなった対応ではないとし

ている．このような批判はあるものの，理論的に理解

しやすく明示的な数理モデルであり，有用なモデルで

あるといえる．実際に，De Bruin et al.11)は温暖化への

適応費用を分析可能にした AD-DICE モデルとして改

良を加えている．そのほかにも，技術革新を内生的に

与える ENTICEモデル17)18)や不確実性を考慮したモデ

ル19)20)など様々な派生モデルが開発されている．

本研究では，生態系への影響を加味した DICEモデ

ルの開発に挑む．これまで Nordhaus自身が行ってきた

DICEモデルの改良やその他の派生モデルにおいても十

分に生態系などへの影響は考慮されてこなかった．生

態系の変化は，あまり我々の生活に直接的な影響をも

たらさないため軽視されがちである．しかしながら，近

年，一見我々の生活に関係のない動植物の激減または

激増が，我々に脅威をもたらす事例も報告されててお

り，こうした生態系の損失に対する軽視は見直され始

めてきた．また，Costanza et al.21)や Balmford et al.22)

は生態系サービスの価値と生態系を破壊して得られる

短期的な利益について推計を行い，生態系を破壊しな

いほうが良いと結論付けている．生態系サービスは食

物連鎖など要素が複雑に絡み合っており，その価値を

見定めることは非常に困難である．知らぬ間に取り返

しのつかない事態に陥り，想定外の損失を被る可能性

を看過することはできないだろう．そこで，本研究で

は，生態系への被害を含めた分析を可能とするための

足掛かりの構築に挑む．

例えば，DICEモデルでは，技術革新により，温室効

果ガスの排出をなくす，もしくは抑えるようなバック

ストップ技術の単価が将来的に低下することで，その

技術に徐々にシフトし，最終的には排出がゼロになる

ことを想定している．このバックストップ技術として

考えられるものとして，風力発電などの再生可能エネ

ルギーやCCS(Carbon capture and storage)などの二酸化

炭素を閉じ込める技術である．この CCSには大きな期

待が寄せられている23)ものの，保管場所や輸送パイプ

からの二酸化炭素の漏洩やそれに伴う海中の酸性化24)

などが懸念されており，海中の酸性化による生態系へ

の影響も指摘されている25)．だが，既存の DICEモデ

ルにおいては，これらのリスクが十分に考慮されてい

るとはいい難い．

本研究の貢献は以下の 3点である．まず，DICEモデ

ルに生態系を影響を組み入れるために，バックストップ

技術をの改変を行う．次に CCS導入による最適な戦略

の変化について分析を行う．そして，海洋環境の変化

を考慮するための手法を提案し，我々のとるべき政策

について言及する．

2. 本研究で用いるモデル

(1) DICEモデル

DICEモデルは Yeal大学Nordhausによって開発され

た気候変動による経済影響を分析するためのモデルで

あり，改良が重ねられてきた．ここで，DICEモデルの

構造を簡潔に説明しよう．DICEモデルはラムゼーモデ

ルがベースとなっているため，各時点における消費と

投資を決定し効用を最大化させるものである．
T∑

t=1

U [c(t), L(t)] (1 + ρ)−t　 (1)

U [c(t), L(t)] = L(t)
[c(t)]

1−α

1− α
.　

ただし，U は効用，L(t)は t期の労働量，c(t)は t期の

一人当たり消費量である．また，ρは割引率，αは消費

に関する限界効用の弾力性パラメータである．この式

(1)を最大化させるにあたり，経済的な条件式と環境に

関する条件式が存在する．経済的な条件式として，t期

の生産，および CO2 排出量がある．t期の技術および

資本を A(t)，K(t)としたとき，

Q(t) = Qnet(t)− Λ(t)A(t)K(t)γL(t)1−γ (2)

Qnet(t) = A(t)K(t)γL(t)1−γ [(1− Ω(t)]　 (3)

と与えられる．式 (2)は t期の生産量を示し，第一項は，

式 (3)に示されるように，Cobb-Douglas型の生産関数

に，温暖化による被害率 Ω(t)が加味された項と，第二
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項の CO2 排出量制限による生産低下率 Λ(t)によって

生じる減少量を示す項から成っている．そして，生産量

Q(t)は，その期の消費量 C(t) [= c(t)L(t)]と投資 I(t)

となり，それらの最適な量が決定される．

Q(t) = C(t) + I(t).

一方，環境に関する条件式として，大気循環モデルが与

えられている．ここでは，大気，海洋浅層部，海洋深層

部の 3か所を炭素が循環すると仮定しており，それぞ

れの貯留量をMAT (t)，MUP (t)，MLO(t)とすると，

MAT(t)=E(t)+ϕ11MAT(t−1)+ϕ21MUP(t−1) (4a)

MUP (t) = ϕ12MAT (t− 1) + ϕ22MUP (t− 1)

+ϕ32MLO(t− 1) (4b)

MLO(t) = ϕ23MUP (t− 1) + ϕ33MLO(t− 1) (4c)

となる．ϕij は循環パラメータであり，また，E(t)は t

期の人為的な排出量を示しており，以下の式で表される．

E(t) = EInd(t) + ELand(t) (5)

EInd(t) = σ(t) [1− µ(t)]A(t)K(t)γL(t)1−γ .

ここで，σ(t)は調整パラメータである．µ(t)は排出量

の制御する変数であり，CO2排出量制限による生産低

下率 Λ(t)にも影響を及ぼす変数である．つまり，これ

が 1に近づければ CO2の排出は 0に近づき，気温上昇

による被害は抑制されるものの，生産活動に対しても

制限がかかる．一方，0に近づけば，生産活動に対する

制限はなくなるが，温暖化による被害率が高まる．一

方，大気中の炭素濃度MAT (t)の上昇は大気温 TAT の

上昇につながり，TAT が上昇すれば，温暖化による被

害率 Ω(t)が連動して大きくなる構造になっている．ま

た，式 (5)に含まれる土地利用による排出量 ELand(t)

は，DICEモデルでは外生的に与えられている．

最近ではDICE2013R26)が公開されており，ここでは，

この DICE2013Rにバックストップ技術の改良を行う．

(2) 複数のバックストップ技術のモデル化

DICEモデル 2013Rにおいてバックストップ技術コ

スト p(t)は以下のように外生的に与えられている．

p(t) = pback(1− gback)t−1

ここで，pback は，バックストッ技術の初期コスト

($/tCO2)であり，gbackは毎期の技術コスト低下率で

ある．そして，CO2排出量コントロール変数 µ(t)を用

いて，t期の排出制限による生産低下率 Λ(t)は

Λ(t) = θ1p(t)µ(t)
θ2

として計算されている．つまり，p(t)は減少関数のた

め，期を追うごとに生産低下率は減少し，より高い µ(t)

が実行されやすくなる．

このモデルで提案されているバックストップ技術と

は，再生可能エネルギーなどであり，そのコストの変化

は，排出制限による生産低下率 Λ(t)のみ影響を及ぼし

ている．しかしながら，これらの技術の将来的なコス

ト低下は妥当な仮定かもしれないが，例えば CCSのよ

うな，環境に対する安全性が十分理解されていない技

術もある．本研究では，このバックストップ技術を，従

来通りの仮定が成り立つ技術 (以下，再エネ型 BS技術

とする)と，将来的な環境悪化の可能性を含む技術 (以

下，CCS型 BS技術とする)の 2種類を想定し，その影

響を分析する．前者の技術コストを pr(t)，後者を pc(t)

とすると，

pr(t) = pbackr(1− gbackr)
t−1

pc(t) = pbackc(1− gbackc)
t−1.

排出制限による生産低下率 Λ(t)は，CCS型 BS技術を

用いる割合を x(t)として，

Λ(t) = θ1 [(1− x(t))pr(t) + x(t)pc(t)]µ(t)
θ2

として表すこととする．また，CCS型 BS技術により

制限された CO2 排出量 ECCS(t)は

ECCS(t) = σ(t)µ(t)x(t)A(t)K(t)γL(t)1−γ

となる．CCSでは，この CO2 排出量 ECCS(t)の一部

が地表や海中に漏洩したり，それに伴う環境の変化が

懸念されている．特に海中への漏洩は海洋の酸性化を

引き起こすこと危険性が指摘されている．この影響を

分析するために，以下のような CCS型 BS技術による

貯留量 V (t)を導入しよう．

V (t+ 1) = (1− l(t))V (t) + ECCS(t)　

l(t)はストレージからの t期の漏洩率であり，外生的に

与えるものとする．このとき，例えば大気や海洋浅層

部において漏洩が発生した場合，大気中への漏洩割合

を kとすれば，式 (4)は，

MAT(t)=E(t)+ϕ11MAT(t−1)+ϕ21MUP(t−1)

+k · l(t)V (t) (6a)

MUP (t) = ϕ12MAT (t− 1) + ϕ22MUP (t− 1)

+ϕ32MLO(t− 1) + (1− k)l(t)V (t) (6b)

MLO(t) = ϕ23MUP (t− 1) + ϕ33MLO(t− 1) (6c)

のように表すことができる．

3. バックストップ技術と最適戦略

　 2．において構築したモデルをもとに，複数のバッ

クストップ技術による最適な戦略に対する変化を見て

いこう．ここでは新たに導入した CCS型 BS技術のコ

ストおよび漏洩率，漏洩場所などに着目する．
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図–1 排出量 Eind(t)の変化

図–2 排出量コントロール µ(t)の変化

図–3 CCS型 BS技術の利用状況 p(t)

まず初めに，CO2の漏洩が海洋へのみの場合を考え

よう．つまり，式 (6)において k = 0の場合を考える．

DICEモデルでは，バックストップ技術の初期のコスト

pbackは 344($/tCO2)とされている．CCS型 BS技術

がこれよりも高い場合，この技術は CO2漏洩リスクを

含んでいるので，利用されることはない．そこで，こ

こでは便宜的に初期コストを再エネ型 BS技術より低い

300($/tCO2)として分析を行ってみよう．分析結果を

図–1～図–3に示す．

ここでは，CCS技術によって地下に埋蔵された CO2

の漏洩率の違いによって用いる BS技術の利用形態に大

きな違いが生じていることが分かる．CCS型BS技術を

取り入れた場合，CO2の漏洩が起こるものの，再エネ

型BSに比べて十分コストが安く，CO2漏洩率が低けれ

ば，導入が期待でき，排出量を抑えることにつながるこ

とが分かる．ただし，漏洩率 l(t)の違いによってとりう

る戦略が大きく変わる．漏洩率が毎期一定 (l(t) = 0.02)

の場合，はじめはCCS型BS技術を導入しないが，2060

年ごろから導入し，2140年ごろには利用をやめるよう

な戦略が望ましいという結果になった．これは漏洩率が

高いため，初期は導入しないほうが望ましいが，CO2

の排出量増加率が下がってきた際には漏洩リスクより

も CCS型 BS技術を用いるコスト低下のほうが社会に

とってより良い選択となりうる．そして，十分に BS技

術が開発されコストが下がり，社会的な CO2排出量が

低下した際には，CO2が漏洩するリスクを許容すり必

要がなくなるためと考えられる．また，漏洩率が毎期

増加する (l(t) = 0.01(1 + 0.05)t−1 − 0.01)場合，漏洩

率が低い初期にのみ CCS型 BS技術を利用するような

戦略が望ましくなる．また，漏洩率が十分低い場合に

は，再エネ型 BS技術よりもコストが低いため，常に利

用することが望ましくなる．

4. 海洋環境への影響

続いて，海洋環境への影響について焦点を当ててみ

よう．前節でみたように，CCS型 BS技術は，そのコ

ストと漏洩率次第で十分に社会に適用される可能性が

考えられる．しかしながら，CCS技術によって懸念さ

れていることは，単に CO2の漏洩だけではなく，漏洩

によって海洋が酸性化し，生態系システムが変化して

しまうことである．そこで，本研究では，さらに海洋

酸性化の指標として海水の pHを考えよう．海洋中の炭

酸ガス濃度を Z(t)(mol/l)としたとき，その pHは次の

ようになる．

pH(t) =
pK − logZ(t)

2
.

ここで，pKは解離定数である．この時の海洋の生態系

の変化によって受ける効用の減少量 F (t)を pH(t)の関

数として，

F (t) = (pH(t)− pH(0))d　

と仮定すれば，式 (1)は
T∑

t=1

{U [c(t), L(t)]− ωF (t)} (1 + ρ)−t　

として表すことができる．ここで d，ωはパラメータで

ある．以上の式より海洋環境を含めた影響分析を行う．

詳細は口頭発表に譲る．
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